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なお、さいたま市では家賃地代が大きく減少している
が、これはサンプル数が少ないことによるものとみられる。
（家具・家事用品）
「家具・家事用品」も増加している。家の中で快適
に過ごすための消費が増えたためと考えられる。家
電などの家庭用耐久財、ベッドや敷布などの寝具類、
なべやキッチン用品などの家事雑貨、洗剤やウェット

2020年1月に国内で初の新型コロナウイルスの感
染者が確認されてから2年以上が経過した。コロナ禍
では外出自粛やテレワークの進展などで生活様式が
変わり、家計消費にも多くの変化が見られた。本稿で
は総務省「家計調査」の二人以上世帯のデータを利
用し、コロナ禍における埼玉県内の消費動向につい
てレポートする。
なお、「家計調査」では都道府県庁所在地別に計
数が公表されており、埼玉県ではさいたま市のデータ
が利用できる。本稿ではさいたま市のデータをもとに
レポートする。

平均消費性向は、消費支出÷可処分所得で計算
され、可処分所得のうち消費に回される割合で、消
費者の消費意欲を示す。平均消費性向が高ければ
消費意欲が高く、低ければ消費に消極的とみること
ができる。平均消費性向は月々の振れが大きいので
12カ月移動平均をとると、全国では最初の緊急事態
宣言が発出された2020年4月を境に大きく低下した。
感染拡大に伴い家計が消費に慎重になったことに加
え、5月以降に特別定額給付金（1人10万円）の支給

があり可処分所得が増加したことが影響している。
一方、さいたま市ではやや様子が異なり、新型コロ

ナ感染拡大前の2019年2月以降に平均消費性向が
急低下した。低下の主因は可処分所得が増加したこ
とによるもので、全国と比べると2019年に入り増加
テンポが加速していることがわかる（この原因は不明
だが、サンプル数が90程度と少ないことなどが影響
していると考えられる）。
2022年に入っても、全国、さいたま市とも平均消
費性向は低下したままにあり、新型コロナ前の水準に
は戻らず、消費に慎重な状況が続いている。

10大費目別の支出額の推移をみる。2020年、
2021年、2022年1～4月の3つの期間に分け、新型
コロナ前5年間（2015～19年）の平均額と比較した。
まず、新型コロナの感染が確認された2020年と
2021年をみると、さいたま市、全国とも、2020年の
各費目の傾向は2021年においても概ね継続してお
り（教育費を除く）、コロナ禍の消費動向に大きな変
化は見られなかった。
これを全国の傾向でみると、コロナ禍においては、
食料、住居、家具・家事用品、保健医療が増加した一

方、光熱・水道、被服及び履物、交通・通信、教養娯
楽、その他消費が減少した。さいたま市でも、住居と
交通・通信を除き同じ傾向にある。
コロナ禍では、巣ごもり需要の高まりで食料や家事
用品が増加する一方、衣料品、教養娯楽などのサー
ビス消費が減少したことが特徴として挙げられる。
2022年に入り電気代等の上昇で光熱・水道費が
増加に転じたが、コロナ・オミクロン株の感染拡大によ
り、1～3月にかけてまん延防止等重点措置が適用さ
れたこともあり、2022年に入っても（1～4月）家計消
費には大きな変化はみられていない。

10大費目ごとにその内訳を品目別にみてみよう。
（食料）
「食料」は外出自粛と巣ごもり需要の高まりで、品
目により増加・減少のコントラストがはっきりした。外食
が大幅に減少し、和食、中華、洋食、ラーメン、そば・う
どん、焼肉などの食事代、喫茶代、飲酒代が大きく減
少した（ただし、テイクアウトのしやすいハンバーガー
は大きく増加した）。
外で飲めないので家飲みが増え、チューハイ・カク

テル、ワイン、発泡酒などの酒類、炭酸飲料（炭酸
ジュースの他ノンアルコール炭酸飲料が含まれる）な
どが急増した。家で料理する内食傾向が強まり、調理
食品、肉類、乳卵類、菓子類などが増加した。
こうした傾向は2022年に入っても継続しているが、
外出型消費の喫茶代の増加のほか、前年比でみると
外食の食事代が増加するなど変化もみられる。
（住居）
「住居」では設備修繕・維持が増加した。外出自粛
のほかテレワークなどで自宅で過ごす時間が増えた
ため、自宅で快適に過ごすための修繕やＤＩＹなどが
増えたことによると考えられる。こうした傾向は2022
年に入っても続いている。

また、さいたま市でも６月議会に「さいたま市ケア
ラー支援条例案」を提出、全会一致で可決されて
いる。

ヤングケアラーの実態
実際に、ヤングケアラーとはどういう状況にある人

を指すのであろうか。埼玉県ケアラー支援条例の定
義によると、ケアラーは「高齢、身体上又は精神上の
障害又は疾病等により援助を必要とする親族、友人
その他の身近な人に対して、無償で介護、看護、日常
生活上の世話その他の援助を提供する者をいう。」
とあり、ヤングケアラーは「ケアラーのうち、18歳未
満の者をいう。」とされている。高齢者の介護や、身
体や精神に障がいがある家族の介護、病人の看病
などのイメージが強いが、忙しい親に代わって幼い
きょうだいの日常の世話をしたり、家計を支えるため
に労働して障がいや病気のある家族を助けたり、日
本語を第一言語としない家族のために日常的に通
訳の役割を担ったりすることなども含まれる。
埼玉県が県内の高校２年生の生徒を対象として
令和２年７月から９月にかけて実施した「埼玉県ケア
ラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結
果」によると、自身がヤングケアラーであるか過去に
そうであったと思うかという問いに「はい」と回答し
た人は5.3％と、約20人に１人の割合で存在した。
（ただし、同調査結果では、その中からケアの相手が

幼いという理由のみでケアをしているケースはヤン
グケアラーの対象から外している。）
なお、令和２年度に国が全国規模で実施した「ヤ

ングケアラーの実態に関する調査研究」では、中学２
年生のヤングケアラーは5.7％、高校２年生（全日
制）のヤングケアラーは4.1％であることがわかった。
再び「埼玉県ケアラー支援計画のためのヤングケ

アラー実態調査結果」に戻って、どのような関係の
人を介護しているのかみると、「母」を介護している
人が約４分の１であることがわかる。また、約５分の１
の人は「祖母」を介護している。
ケアをしている頻度は「毎日」が35.3％、「週4-5

日」が15.8％で、約半数は週４日以上ケアに関わっ
ている。ケアにかける時間は、平日は「１時間未満」
が40.4％、「１時間以上２時間未満」は27.4％で、２
時間未満が全体の７割近くを占めていた。一方、平
日に４時間以上ケアに時間をかけている人は15.9％
となっている。休日は、「１時間未満」が26.8％、４時
間以上は28.6％で、平日よりもケアにかける時間が
長くなる傾向がみられる。
ケアをしていることによって、学校生活にどのよう

な影響が出るかというと、「影響なし」とする人が約４
割であった。何らかの影響が出ている人は、「ケアに
ついて話せる人がいなくて孤独を感じる」（19.1％）
や「ストレスを感じている」（17.4％）など精神的な負
担を感じる人が多いことがうかがえる。また、「勉強

はじめに
入間市では、令和４年の６月議会においてヤング

ケアラーを支援する条例案が全会一致で可決され
た。これまで、複数の自治体でケアラーを支援する条
例が制定されてきたが、ヤングケアラーの支援に特
化した条例は全国で初めてである。
「ヤングケアラー」という言葉は以前から使用され
ていたが、令和２年３月に埼玉県が全国で初めてケ
アラーを支援するための条例を制定してから、社会
の関心が急激に高まってきたとみられる。「埼玉県ケ
アラー支援条例」はケアラー全般への支援のための
ものだが、条文の中でヤングケアラーを明確に定義
づけて、ヤングケアラー支援に関する基本理念や関
係機関の役割等をうたっている。当時はヤングケア
ラーという言葉の認知度は低く、同年11月公表の県
政サポーターアンケートでは、「ヤングケアラー」とい
う言葉の認知度は16.3％（「よく知っている」と「あ
る程度は知っている」の合計）にとどまっていた。
しかし、その後の自治体の動向をみると、議会でヤ
ングケアラーへの支援に関する質問が出されたり、
広報等でヤングケアラーについての説明や相談窓
口の連絡先が掲載されるなど、全国的な関心の高ま
りが見受けられる。また、複数の自治体でケアラー
（一部でヤングケアラーも含む）支援に関する条例が
制定されている。実際のヤングケアラー支援への取
り組みも整備されつつあるので、現在の動向をみて
いくこととする。

各自治体における条例制定の動き
令和２年３月に埼玉県が「埼玉県ケアラー支援条
例」を制定して以降、複数の自治体でケアラーを支

時間が充分に取れない」（10.2％）や「自分の時間
が取れない」（9.8％）、「睡眠不足」（8.7％）、「体が
だるい」（8.2％）など、勉強時間が取れないことや身
体への負担をあげる人も少なくない。

ヤングケアラーといっても、担っているケアの内容
やかけている時間、そのことをどう受け止めているか
などといったことは一人一人違っており、すべての人
が支援を必要としているわけではない。しかし、学校
生活への影響について「影響なし」が４割ということ
は、何らかの影響がある人は約６割存在するともいえ
る。そうした実態についても、社会に広く認識される
必要がある。

埼玉県内のヤングケアラーへの支援の状況
埼玉県ではいち早くケアラー支援条例が制定され

たこともあって、様々な施策に取り組んでいる。まず、
ヤングケアラーについての社会的理解を広めるため
に、ケアラーや元ヤングケアラーの体験談をｗｅｂで
公開したり、啓発用リーフレットを作成し配布してい
る。また、ヤングケアラー本人はもとより周囲の児童・

生徒や教職員の理解促進を図るため、「ヤングケア
ラーってなに？」というハンドブックを作成、同ハンド
ブックは児童・生徒の成長に合わせて利用できるよ
うに、小学生編、中学生編、高校生編がある。令和３
年度に実施された国の実態調査では、小学６年生の
中にも「家族の世話をしている」児童が6.5％いるこ
とが把握されている。小学生編のハンドブックでは、
家族をケアしていて悩んでいるとしたら頼れる大人
に相談することを促している。
また、県内全市町村の相談先を一括して掲載した

り、電話相談先やＳＮＳでの相談先なども案内してい
る。そのほか、「ヤングケアラーオンラインサロン」と
いったヤングケアラーが気軽にオンラインで集って悩
みを相談したり交流できる場を提供、令和３年度には
６回開催された。
教職員や生徒、保護者などがヤングケアラーに対

して理解を深めたり、学校における相談支援を充実
させることを目的として、「ヤングケアラーサポートク
ラス」という出張授業を県内中学校・高校で実施し
ている。令和３年度は、草加西高校や杉戸高校、杉
戸中学校などの複数の学校で、生徒向け講演会と
ディスカッション、教職員研修などが行われた。
埼玉県内自治体においても様々なケアラー支援の

ための取り組みが行われている。ヤングケアラー支
援に関しては、実態を把握するための調査、広報を
活用した啓発や相談窓口の紹介、自治体ＨＰに専用
のページを設けるといった取り組みがみられる。
埼玉県内自治体の市議会や町議会においては、

ＨＰから確認できるだけでも約８割の自治体の議会
でヤングケアラー支援に関する一般質問が出されて
いて、関心の高さがうかがえる。（令和２年度から令
和４年度６月定例会議まで）
実態調査については、簡単なものも含めると埼玉
県内では令和３年度に９自治体が実施している。また、
ＨＰ上のケアラー及びヤングケアラー支援関連の専
用ページは、埼玉県内では18自治体で確認できる。
（令和４年６月末現在）

具体的な取り組みとしては、相談窓口の案内が多
い。ケアの対象が祖父母や親、幼いきょうだいなど幅
広い年代で内容も多岐にわたることから、高齢者を
ケアしている場合は高齢福祉担当課や地域包括支
援センター、ケアする相手に障がいがあったり依存
症であったりする場合には、障がい福祉担当課や保
健センターなど、幼いきょうだいを日常的に世話して
いる場合には子育て支援担当課などを案内している
ことが多い。また、ヤングケアラー自身が未成年で学
生であることから、子育て支援担当課や学校教育担
当課が相談窓口にあげられていることもある。
いくつかの自治体では、ヤングケアラーに関する
研修会や講演会を開催している。支援を行うには学
校現場との連携が必要となるので、教職員を対象と
した研修会を行う自治体が多い。また、ヤングケア
ラーに関する認識が社会全体で共有されているとは
言い難い状況なので、一般の市民に向けた講演会も
開催されている。そのほか、市民を対象とした地域福
祉講座のテーマとして取り上げたり、図書館に特設
コーナーを設けたりするような取り組みもみられ、
様々な形で啓発が進んでいる。
６月議会でケアラー支援条例案が全会一致で可
決されたさいたま市では、ヤングケアラーを支える訪
問支援事業を開始することを発表した。また、現在、
家族を介護する人やヤングケアラーの悩みを電話で
聞く「相談センター」の開設準備が進められている。
ヤングケアラー支援を進めるには、福祉分野、医
療・保健分野、学校分野など多機関、多職種の連携
が不可欠であることは認識されている。公的機関の
みならず、民生委員・児童委員や子ども食堂、介護事
業所など民間との連携も必要である。今後はそうし
た連携も徐々に形を成していくことと想定される。
埼玉県で全国で初めての「ケアラー支援条例」が
制定されてからまだ２年余りであるが、これほどに支
援の取り組みが進んでいるのは官民ともに関心が高
いためと考えられる。今後も支援体制の整備はさら
に進んでいくと予想される。

おわりに
親に代わって日常的に幼いきょうだいの世話をし

たり、病気や高齢の祖父母の介護をしたりする子ど
もや若者は近年急に増えたわけではなく、昔から存
在した。おそらく、そうした子どもたちは「親孝行」と
言われて、周囲から称賛され見習うべきとされてき
た時代もあったであろう。また、菅元総理が2020年
の就任時に表明して話題になった「自助・共助・公
助」のうちの「自助」は、家族の中の子どもがケア
ラーとなることでかなえられている家庭も多くあった
のではないだろうか。こうしたことから、ヤングケア
ラーの問題について深刻に受け止めない人もいると
予想される。場合によっては、家族をケアしている未
成年の当事者自身も何ら問題と感じていないケース
も少なくないであろう。
しかし、核家族化や地域社会の関係の希薄化など
でケアラー一人にかかる負担は重くなりやすい環境
となっている。ここにきて「ヤングケアラー」という言
葉が注目され、しかも社会が解決すべき課題という
意味合いを含んでいることを私たち一人一人が考え
ていくべきである。
一方、実際に家族へのケアを担っている当事者た

ちの受け止め方や要望も様々であり、一律的な支援
ではうまくいかないことも懸念される。「埼玉県ケア
ラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結
果」の自由意見の中には、「何か負担が減る支援が
あれば安心」や「自分の将来が心配です」という意
見もあれば、「本当に大変な人はできるだけそっとし
ておいてほしいと思う。変に気をつかわれたりすると
息抜きの場である学校までも失ってしまう」や「（学
校の）先生は気にしてくれたが、特別扱いされるのが
ストレス」といった内容の意見もあった。
自身の負担に気づかないヤングケアラーもいるの

で、時には周囲から働きかけるような支援も必要だが、
一人一人のヤングケアラーや家族の意向に寄り添う
ことも重要であると考えられる。

支援が急がれるヤングケアラー
主任研究員
青木 淳子

援するための条例が制定されている。冒頭で記載し
たように、ヤングケアラーの支援に特化した条例は
入間市が初めてで、これまでの条例はケアラー全般
を対象としている。

上記の表はこれまでに制定された全国各地の条例
でいずれもケアラー全般への支援を定めているが、条
文の中でヤングケアラーへの支援を明記しているこ
とが多い（栗山町と浦河町の条例ではヤングケア
ラーに関する規定は置いていない）。
そのほか、山梨県では「やまなし子ども条例」（令和

４年３月29日公布）においてヤングケアラーの支援の
推進に関する規定を置いている。

●ケアラー支援に関する主な条例

埼玉県ケアラー支援条例

栗山町ケアラー支援条例

名張市ケアラー支援の推進に
関する条例

総社市ケアラー支援の推進に
関する条例

茨城県ケアラー・ヤングケアラー
を支援し、共に生きやすい社会を
実現するための条例

浦河町ケアラー基本条例

備前市ケアラー支援の推進に
関する条例

那須町ケアラー支援条例

北海道ケアラー支援条例

令和2年
3月31日

令和3年
3月19日

令和3年
6月30日

令和3年
9月9日

令和3年
12月14日

令和3年
12月14日

令和3年
12月24日

令和4年
3月14日

令和4年
3月31日

埼玉県

北海道
栗山町

三重県
名張市

岡山県
総社市

茨城県

北海道
浦河町

岡山県
備前市

栃木県
那須町

北海道

自治体 条例名 公布日

●ヤングケアラーの存在割合
　「自身がヤングケアラーであるか過去にそうであったと思うか」

●被介護者の続柄［複数回答］

ティッシュなどの家事用消耗品が増加した。2022年
に入ると、寝具類が減少するなど変化もみられている。

（被服及び履物）
「被服及び履物」は激減した。洋服、シャツ・セー
ター、下着、靴のほか、クリーニング代や貸衣装代な
どの被服関連サービスも減少した。テレワークの進展
や外出自粛などで、新しい服を着たり新しい靴を履い
て出かけるという需要が少なくなっている。2022年
に入ってもこの傾向は続いているが、前年比でみると
増加する品目もあり変化の兆しもある。

（保健医療）
「保健医療」は、2020年にさいたま市で保健医療

サービス（病院や歯医者などでの診療・治療）が大き
く減少したためマイナスとなったが、全体としては増
加している。医薬品が増加し、マスクや体温計が含ま
れる保健医療用品・器具も大きく増加した。こうした
傾向は2022年に入っても継続している。
（交通・通信）
鉄道・バス・タクシー代や航空運賃などの交通が、
外出自粛や在宅勤務などで大幅に減少した。2022
年に入っても減少は続いているが、さいたま市では減
少幅が縮小し変化の兆しも見られている。
また、公共交通機関利用による感染リスクを避ける
ため、さいたま市では2020～21年にかけて自動車等
購入や自転車購入が大きく増加した。一方、郵便料
や固定・携帯電話通信料などの通信は、全国では増
加したが、さいたま市では減少した。

（教育）
「教育」は、さいたま市では2020年は増加したが、
2021年は授業料等、教科書・学習参考教材が減少
し全体でも減少した。全国とは異なる傾向にあり、教
育費への新型コロナの影響ははっきりしない。

（教養娯楽）
「教養娯楽」は、全国、さいたま市とも大きく減少し

た。教養娯楽サービスが約3割も減少したためである。
内訳をみると、宿泊料、パック旅行費が激減したほか、
習い事の月謝類、映画・劇場等入場料やスポーツ観
覧料、文化施設入場料などからなる他の教養娯楽
サービスも減少した。2022年に入ると、さいたま市で
は月謝類が増加し、宿泊料やパック旅行費の減少幅
が縮小しており変化が窺える。
一方、教養娯楽用耐久財、教養娯楽用品、書籍が
増加した。教養娯楽用耐久財はテレビ、パソコン、机・
椅子などが含まれ、テレワークのための環境整備で
増加したとみられる。教養娯楽用品には、ゲームソフ
ト、ペットやペット関連用品、園芸用品など巣ごもり消
費関連が含まれている。教養娯楽用品は2022年に
入っても増加が続いているが、教養娯楽用耐久財は
さいたま市で減少しており変化がみられる。

（その他の消費支出）
「その他の消費支出」は、全国・さいたま市とも減
少した。こづかいが大きく減少し、パーマネント代、温
泉・銭湯入浴料などの理美容サービスも減少した。理
美容用品では、ファンデーション・口紅などの化粧品
は減少したが、石けん・シャンプーなどは増加した。
2022年に入ってもこうした傾向は続いている。

2020年から続くコロナ禍における家計消費の傾
向は、2021年においても変わらず続いていた。すな
わち、外出自粛のもとで巣ごもり消費が増加する一方
で、外食や旅行、衣料品などの外出型消費が大きく
減少した。2022年に入ると、一部の耐久財でそれま
での増加から減少に、行動制限の緩和により、外食、
交通、月謝、宿泊など一部のサービス消費で増加あ
るいは減少に歯止めがかかっているほか、衣料品も
足元で動きが見られるなど変化の兆しもある。
変異株の出現もあり、新型コロナの完全収束には

なお時間を要するとみられるが、方向としてはウィズ
コロナ、経済正常化への流れは続いていくと考えられ
る。しかし、コロナ禍以前の消費に完全に戻ることは
ないのではないか。コロナ禍において生じた生活様
式の変化、すなわち、在宅勤務やテレワークの浸透・
定着、インターネットでの買い物、料理の出前・宅配、
テイクアウトの便利さ、キャッシュレス決済など、コロ
ナ禍で進んだ生活様式のデジタル化などにより消費
者の意識が変わったと思われる。オンラインでできる
ことが結構たくさんあることや、外食しなくても自分で
料理することを含め自宅で食事を楽しめる、といった
ことが分かってきた。
ウィズコロナの時代が続きそうななか、消費者は新
たな消費スタイルを身に付けつつある。供給者はこれ
をチャンスととらえ、こうした消費者の新たな需要を
捉えることが重要になるだろう。 （樋口広治）

資料：埼玉県「埼玉県ケアラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結果」 資料：埼玉県「埼玉県ケアラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結果」
（注）紙面スペースの都合により、２親等内に限定して掲載している。
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なお、さいたま市では家賃地代が大きく減少している
が、これはサンプル数が少ないことによるものとみられる。
（家具・家事用品）
「家具・家事用品」も増加している。家の中で快適
に過ごすための消費が増えたためと考えられる。家
電などの家庭用耐久財、ベッドや敷布などの寝具類、
なべやキッチン用品などの家事雑貨、洗剤やウェット

2020年1月に国内で初の新型コロナウイルスの感
染者が確認されてから2年以上が経過した。コロナ禍
では外出自粛やテレワークの進展などで生活様式が
変わり、家計消費にも多くの変化が見られた。本稿で
は総務省「家計調査」の二人以上世帯のデータを利
用し、コロナ禍における埼玉県内の消費動向につい
てレポートする。
なお、「家計調査」では都道府県庁所在地別に計
数が公表されており、埼玉県ではさいたま市のデータ
が利用できる。本稿ではさいたま市のデータをもとに
レポートする。

平均消費性向は、消費支出÷可処分所得で計算
され、可処分所得のうち消費に回される割合で、消
費者の消費意欲を示す。平均消費性向が高ければ
消費意欲が高く、低ければ消費に消極的とみること
ができる。平均消費性向は月々の振れが大きいので
12カ月移動平均をとると、全国では最初の緊急事態
宣言が発出された2020年4月を境に大きく低下した。
感染拡大に伴い家計が消費に慎重になったことに加
え、5月以降に特別定額給付金（1人10万円）の支給

があり可処分所得が増加したことが影響している。
一方、さいたま市ではやや様子が異なり、新型コロ

ナ感染拡大前の2019年2月以降に平均消費性向が
急低下した。低下の主因は可処分所得が増加したこ
とによるもので、全国と比べると2019年に入り増加
テンポが加速していることがわかる（この原因は不明
だが、サンプル数が90程度と少ないことなどが影響
していると考えられる）。
2022年に入っても、全国、さいたま市とも平均消
費性向は低下したままにあり、新型コロナ前の水準に
は戻らず、消費に慎重な状況が続いている。

10大費目別の支出額の推移をみる。2020年、
2021年、2022年1～4月の3つの期間に分け、新型
コロナ前5年間（2015～19年）の平均額と比較した。
まず、新型コロナの感染が確認された2020年と
2021年をみると、さいたま市、全国とも、2020年の
各費目の傾向は2021年においても概ね継続してお
り（教育費を除く）、コロナ禍の消費動向に大きな変
化は見られなかった。
これを全国の傾向でみると、コロナ禍においては、
食料、住居、家具・家事用品、保健医療が増加した一

方、光熱・水道、被服及び履物、交通・通信、教養娯
楽、その他消費が減少した。さいたま市でも、住居と
交通・通信を除き同じ傾向にある。
コロナ禍では、巣ごもり需要の高まりで食料や家事
用品が増加する一方、衣料品、教養娯楽などのサー
ビス消費が減少したことが特徴として挙げられる。
2022年に入り電気代等の上昇で光熱・水道費が
増加に転じたが、コロナ・オミクロン株の感染拡大によ
り、1～3月にかけてまん延防止等重点措置が適用さ
れたこともあり、2022年に入っても（1～4月）家計消
費には大きな変化はみられていない。

10大費目ごとにその内訳を品目別にみてみよう。
（食料）
「食料」は外出自粛と巣ごもり需要の高まりで、品
目により増加・減少のコントラストがはっきりした。外食
が大幅に減少し、和食、中華、洋食、ラーメン、そば・う
どん、焼肉などの食事代、喫茶代、飲酒代が大きく減
少した（ただし、テイクアウトのしやすいハンバーガー
は大きく増加した）。
外で飲めないので家飲みが増え、チューハイ・カク

テル、ワイン、発泡酒などの酒類、炭酸飲料（炭酸
ジュースの他ノンアルコール炭酸飲料が含まれる）な
どが急増した。家で料理する内食傾向が強まり、調理
食品、肉類、乳卵類、菓子類などが増加した。
こうした傾向は2022年に入っても継続しているが、
外出型消費の喫茶代の増加のほか、前年比でみると
外食の食事代が増加するなど変化もみられる。
（住居）
「住居」では設備修繕・維持が増加した。外出自粛
のほかテレワークなどで自宅で過ごす時間が増えた
ため、自宅で快適に過ごすための修繕やＤＩＹなどが
増えたことによると考えられる。こうした傾向は2022
年に入っても続いている。

また、さいたま市でも６月議会に「さいたま市ケア
ラー支援条例案」を提出、全会一致で可決されて
いる。

ヤングケアラーの実態
実際に、ヤングケアラーとはどういう状況にある人

を指すのであろうか。埼玉県ケアラー支援条例の定
義によると、ケアラーは「高齢、身体上又は精神上の
障害又は疾病等により援助を必要とする親族、友人
その他の身近な人に対して、無償で介護、看護、日常
生活上の世話その他の援助を提供する者をいう。」
とあり、ヤングケアラーは「ケアラーのうち、18歳未
満の者をいう。」とされている。高齢者の介護や、身
体や精神に障がいがある家族の介護、病人の看病
などのイメージが強いが、忙しい親に代わって幼い
きょうだいの日常の世話をしたり、家計を支えるため
に労働して障がいや病気のある家族を助けたり、日
本語を第一言語としない家族のために日常的に通
訳の役割を担ったりすることなども含まれる。
埼玉県が県内の高校２年生の生徒を対象として
令和２年７月から９月にかけて実施した「埼玉県ケア
ラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結
果」によると、自身がヤングケアラーであるか過去に
そうであったと思うかという問いに「はい」と回答し
た人は5.3％と、約20人に１人の割合で存在した。
（ただし、同調査結果では、その中からケアの相手が

幼いという理由のみでケアをしているケースはヤン
グケアラーの対象から外している。）
なお、令和２年度に国が全国規模で実施した「ヤ

ングケアラーの実態に関する調査研究」では、中学２
年生のヤングケアラーは5.7％、高校２年生（全日
制）のヤングケアラーは4.1％であることがわかった。
再び「埼玉県ケアラー支援計画のためのヤングケ

アラー実態調査結果」に戻って、どのような関係の
人を介護しているのかみると、「母」を介護している
人が約４分の１であることがわかる。また、約５分の１
の人は「祖母」を介護している。
ケアをしている頻度は「毎日」が35.3％、「週4-5

日」が15.8％で、約半数は週４日以上ケアに関わっ
ている。ケアにかける時間は、平日は「１時間未満」
が40.4％、「１時間以上２時間未満」は27.4％で、２
時間未満が全体の７割近くを占めていた。一方、平
日に４時間以上ケアに時間をかけている人は15.9％
となっている。休日は、「１時間未満」が26.8％、４時
間以上は28.6％で、平日よりもケアにかける時間が
長くなる傾向がみられる。
ケアをしていることによって、学校生活にどのよう

な影響が出るかというと、「影響なし」とする人が約４
割であった。何らかの影響が出ている人は、「ケアに
ついて話せる人がいなくて孤独を感じる」（19.1％）
や「ストレスを感じている」（17.4％）など精神的な負
担を感じる人が多いことがうかがえる。また、「勉強

はじめに
入間市では、令和４年の６月議会においてヤング

ケアラーを支援する条例案が全会一致で可決され
た。これまで、複数の自治体でケアラーを支援する条
例が制定されてきたが、ヤングケアラーの支援に特
化した条例は全国で初めてである。
「ヤングケアラー」という言葉は以前から使用され
ていたが、令和２年３月に埼玉県が全国で初めてケ
アラーを支援するための条例を制定してから、社会
の関心が急激に高まってきたとみられる。「埼玉県ケ
アラー支援条例」はケアラー全般への支援のための
ものだが、条文の中でヤングケアラーを明確に定義
づけて、ヤングケアラー支援に関する基本理念や関
係機関の役割等をうたっている。当時はヤングケア
ラーという言葉の認知度は低く、同年11月公表の県
政サポーターアンケートでは、「ヤングケアラー」とい
う言葉の認知度は16.3％（「よく知っている」と「あ
る程度は知っている」の合計）にとどまっていた。
しかし、その後の自治体の動向をみると、議会でヤ
ングケアラーへの支援に関する質問が出されたり、
広報等でヤングケアラーについての説明や相談窓
口の連絡先が掲載されるなど、全国的な関心の高ま
りが見受けられる。また、複数の自治体でケアラー
（一部でヤングケアラーも含む）支援に関する条例が
制定されている。実際のヤングケアラー支援への取
り組みも整備されつつあるので、現在の動向をみて
いくこととする。

各自治体における条例制定の動き
令和２年３月に埼玉県が「埼玉県ケアラー支援条
例」を制定して以降、複数の自治体でケアラーを支

時間が充分に取れない」（10.2％）や「自分の時間
が取れない」（9.8％）、「睡眠不足」（8.7％）、「体が
だるい」（8.2％）など、勉強時間が取れないことや身
体への負担をあげる人も少なくない。

ヤングケアラーといっても、担っているケアの内容
やかけている時間、そのことをどう受け止めているか
などといったことは一人一人違っており、すべての人
が支援を必要としているわけではない。しかし、学校
生活への影響について「影響なし」が４割ということ
は、何らかの影響がある人は約６割存在するともいえ
る。そうした実態についても、社会に広く認識される
必要がある。

埼玉県内のヤングケアラーへの支援の状況
埼玉県ではいち早くケアラー支援条例が制定され

たこともあって、様々な施策に取り組んでいる。まず、
ヤングケアラーについての社会的理解を広めるため
に、ケアラーや元ヤングケアラーの体験談をｗｅｂで
公開したり、啓発用リーフレットを作成し配布してい
る。また、ヤングケアラー本人はもとより周囲の児童・

生徒や教職員の理解促進を図るため、「ヤングケア
ラーってなに？」というハンドブックを作成、同ハンド
ブックは児童・生徒の成長に合わせて利用できるよ
うに、小学生編、中学生編、高校生編がある。令和３
年度に実施された国の実態調査では、小学６年生の
中にも「家族の世話をしている」児童が6.5％いるこ
とが把握されている。小学生編のハンドブックでは、
家族をケアしていて悩んでいるとしたら頼れる大人
に相談することを促している。
また、県内全市町村の相談先を一括して掲載した

り、電話相談先やＳＮＳでの相談先なども案内してい
る。そのほか、「ヤングケアラーオンラインサロン」と
いったヤングケアラーが気軽にオンラインで集って悩
みを相談したり交流できる場を提供、令和３年度には
６回開催された。
教職員や生徒、保護者などがヤングケアラーに対

して理解を深めたり、学校における相談支援を充実
させることを目的として、「ヤングケアラーサポートク
ラス」という出張授業を県内中学校・高校で実施し
ている。令和３年度は、草加西高校や杉戸高校、杉
戸中学校などの複数の学校で、生徒向け講演会と
ディスカッション、教職員研修などが行われた。
埼玉県内自治体においても様々なケアラー支援の

ための取り組みが行われている。ヤングケアラー支
援に関しては、実態を把握するための調査、広報を
活用した啓発や相談窓口の紹介、自治体ＨＰに専用
のページを設けるといった取り組みがみられる。
埼玉県内自治体の市議会や町議会においては、

ＨＰから確認できるだけでも約８割の自治体の議会
でヤングケアラー支援に関する一般質問が出されて
いて、関心の高さがうかがえる。（令和２年度から令
和４年度６月定例会議まで）
実態調査については、簡単なものも含めると埼玉
県内では令和３年度に９自治体が実施している。また、
ＨＰ上のケアラー及びヤングケアラー支援関連の専
用ページは、埼玉県内では18自治体で確認できる。
（令和４年６月末現在）

具体的な取り組みとしては、相談窓口の案内が多
い。ケアの対象が祖父母や親、幼いきょうだいなど幅
広い年代で内容も多岐にわたることから、高齢者を
ケアしている場合は高齢福祉担当課や地域包括支
援センター、ケアする相手に障がいがあったり依存
症であったりする場合には、障がい福祉担当課や保
健センターなど、幼いきょうだいを日常的に世話して
いる場合には子育て支援担当課などを案内している
ことが多い。また、ヤングケアラー自身が未成年で学
生であることから、子育て支援担当課や学校教育担
当課が相談窓口にあげられていることもある。
いくつかの自治体では、ヤングケアラーに関する
研修会や講演会を開催している。支援を行うには学
校現場との連携が必要となるので、教職員を対象と
した研修会を行う自治体が多い。また、ヤングケア
ラーに関する認識が社会全体で共有されているとは
言い難い状況なので、一般の市民に向けた講演会も
開催されている。そのほか、市民を対象とした地域福
祉講座のテーマとして取り上げたり、図書館に特設
コーナーを設けたりするような取り組みもみられ、
様々な形で啓発が進んでいる。
６月議会でケアラー支援条例案が全会一致で可
決されたさいたま市では、ヤングケアラーを支える訪
問支援事業を開始することを発表した。また、現在、
家族を介護する人やヤングケアラーの悩みを電話で
聞く「相談センター」の開設準備が進められている。
ヤングケアラー支援を進めるには、福祉分野、医
療・保健分野、学校分野など多機関、多職種の連携
が不可欠であることは認識されている。公的機関の
みならず、民生委員・児童委員や子ども食堂、介護事
業所など民間との連携も必要である。今後はそうし
た連携も徐々に形を成していくことと想定される。
埼玉県で全国で初めての「ケアラー支援条例」が
制定されてからまだ２年余りであるが、これほどに支
援の取り組みが進んでいるのは官民ともに関心が高
いためと考えられる。今後も支援体制の整備はさら
に進んでいくと予想される。

おわりに
親に代わって日常的に幼いきょうだいの世話をし

たり、病気や高齢の祖父母の介護をしたりする子ど
もや若者は近年急に増えたわけではなく、昔から存
在した。おそらく、そうした子どもたちは「親孝行」と
言われて、周囲から称賛され見習うべきとされてき
た時代もあったであろう。また、菅元総理が2020年
の就任時に表明して話題になった「自助・共助・公
助」のうちの「自助」は、家族の中の子どもがケア
ラーとなることでかなえられている家庭も多くあった
のではないだろうか。こうしたことから、ヤングケア
ラーの問題について深刻に受け止めない人もいると
予想される。場合によっては、家族をケアしている未
成年の当事者自身も何ら問題と感じていないケース
も少なくないであろう。
しかし、核家族化や地域社会の関係の希薄化など
でケアラー一人にかかる負担は重くなりやすい環境
となっている。ここにきて「ヤングケアラー」という言
葉が注目され、しかも社会が解決すべき課題という
意味合いを含んでいることを私たち一人一人が考え
ていくべきである。
一方、実際に家族へのケアを担っている当事者た

ちの受け止め方や要望も様々であり、一律的な支援
ではうまくいかないことも懸念される。「埼玉県ケア
ラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結
果」の自由意見の中には、「何か負担が減る支援が
あれば安心」や「自分の将来が心配です」という意
見もあれば、「本当に大変な人はできるだけそっとし
ておいてほしいと思う。変に気をつかわれたりすると
息抜きの場である学校までも失ってしまう」や「（学
校の）先生は気にしてくれたが、特別扱いされるのが
ストレス」といった内容の意見もあった。
自身の負担に気づかないヤングケアラーもいるの

で、時には周囲から働きかけるような支援も必要だが、
一人一人のヤングケアラーや家族の意向に寄り添う
ことも重要であると考えられる。

支援が急がれるヤングケアラー
主任研究員
青木 淳子

援するための条例が制定されている。冒頭で記載し
たように、ヤングケアラーの支援に特化した条例は
入間市が初めてで、これまでの条例はケアラー全般
を対象としている。

上記の表はこれまでに制定された全国各地の条例
でいずれもケアラー全般への支援を定めているが、条
文の中でヤングケアラーへの支援を明記しているこ
とが多い（栗山町と浦河町の条例ではヤングケア
ラーに関する規定は置いていない）。
そのほか、山梨県では「やまなし子ども条例」（令和

４年３月29日公布）においてヤングケアラーの支援の
推進に関する規定を置いている。

●ケアラー支援に関する主な条例

埼玉県ケアラー支援条例

栗山町ケアラー支援条例

名張市ケアラー支援の推進に
関する条例

総社市ケアラー支援の推進に
関する条例

茨城県ケアラー・ヤングケアラー
を支援し、共に生きやすい社会を
実現するための条例

浦河町ケアラー基本条例

備前市ケアラー支援の推進に
関する条例

那須町ケアラー支援条例

北海道ケアラー支援条例

令和2年
3月31日

令和3年
3月19日

令和3年
6月30日

令和3年
9月9日

令和3年
12月14日

令和3年
12月14日

令和3年
12月24日

令和4年
3月14日

令和4年
3月31日

埼玉県

北海道
栗山町

三重県
名張市

岡山県
総社市

茨城県

北海道
浦河町

岡山県
備前市

栃木県
那須町

北海道

自治体 条例名 公布日

●ヤングケアラーの存在割合
　「自身がヤングケアラーであるか過去にそうであったと思うか」

●被介護者の続柄［複数回答］

ティッシュなどの家事用消耗品が増加した。2022年
に入ると、寝具類が減少するなど変化もみられている。

（被服及び履物）
「被服及び履物」は激減した。洋服、シャツ・セー
ター、下着、靴のほか、クリーニング代や貸衣装代な
どの被服関連サービスも減少した。テレワークの進展
や外出自粛などで、新しい服を着たり新しい靴を履い
て出かけるという需要が少なくなっている。2022年
に入ってもこの傾向は続いているが、前年比でみると
増加する品目もあり変化の兆しもある。

（保健医療）
「保健医療」は、2020年にさいたま市で保健医療

サービス（病院や歯医者などでの診療・治療）が大き
く減少したためマイナスとなったが、全体としては増
加している。医薬品が増加し、マスクや体温計が含ま
れる保健医療用品・器具も大きく増加した。こうした
傾向は2022年に入っても継続している。
（交通・通信）
鉄道・バス・タクシー代や航空運賃などの交通が、
外出自粛や在宅勤務などで大幅に減少した。2022
年に入っても減少は続いているが、さいたま市では減
少幅が縮小し変化の兆しも見られている。
また、公共交通機関利用による感染リスクを避ける
ため、さいたま市では2020～21年にかけて自動車等
購入や自転車購入が大きく増加した。一方、郵便料
や固定・携帯電話通信料などの通信は、全国では増
加したが、さいたま市では減少した。

（教育）
「教育」は、さいたま市では2020年は増加したが、
2021年は授業料等、教科書・学習参考教材が減少
し全体でも減少した。全国とは異なる傾向にあり、教
育費への新型コロナの影響ははっきりしない。

（教養娯楽）
「教養娯楽」は、全国、さいたま市とも大きく減少し

た。教養娯楽サービスが約3割も減少したためである。
内訳をみると、宿泊料、パック旅行費が激減したほか、
習い事の月謝類、映画・劇場等入場料やスポーツ観
覧料、文化施設入場料などからなる他の教養娯楽
サービスも減少した。2022年に入ると、さいたま市で
は月謝類が増加し、宿泊料やパック旅行費の減少幅
が縮小しており変化が窺える。
一方、教養娯楽用耐久財、教養娯楽用品、書籍が
増加した。教養娯楽用耐久財はテレビ、パソコン、机・
椅子などが含まれ、テレワークのための環境整備で
増加したとみられる。教養娯楽用品には、ゲームソフ
ト、ペットやペット関連用品、園芸用品など巣ごもり消
費関連が含まれている。教養娯楽用品は2022年に
入っても増加が続いているが、教養娯楽用耐久財は
さいたま市で減少しており変化がみられる。

（その他の消費支出）
「その他の消費支出」は、全国・さいたま市とも減
少した。こづかいが大きく減少し、パーマネント代、温
泉・銭湯入浴料などの理美容サービスも減少した。理
美容用品では、ファンデーション・口紅などの化粧品
は減少したが、石けん・シャンプーなどは増加した。
2022年に入ってもこうした傾向は続いている。

2020年から続くコロナ禍における家計消費の傾
向は、2021年においても変わらず続いていた。すな
わち、外出自粛のもとで巣ごもり消費が増加する一方
で、外食や旅行、衣料品などの外出型消費が大きく
減少した。2022年に入ると、一部の耐久財でそれま
での増加から減少に、行動制限の緩和により、外食、
交通、月謝、宿泊など一部のサービス消費で増加あ
るいは減少に歯止めがかかっているほか、衣料品も
足元で動きが見られるなど変化の兆しもある。
変異株の出現もあり、新型コロナの完全収束には

なお時間を要するとみられるが、方向としてはウィズ
コロナ、経済正常化への流れは続いていくと考えられ
る。しかし、コロナ禍以前の消費に完全に戻ることは
ないのではないか。コロナ禍において生じた生活様
式の変化、すなわち、在宅勤務やテレワークの浸透・
定着、インターネットでの買い物、料理の出前・宅配、
テイクアウトの便利さ、キャッシュレス決済など、コロ
ナ禍で進んだ生活様式のデジタル化などにより消費
者の意識が変わったと思われる。オンラインでできる
ことが結構たくさんあることや、外食しなくても自分で
料理することを含め自宅で食事を楽しめる、といった
ことが分かってきた。
ウィズコロナの時代が続きそうななか、消費者は新
たな消費スタイルを身に付けつつある。供給者はこれ
をチャンスととらえ、こうした消費者の新たな需要を
捉えることが重要になるだろう。 （樋口広治）

資料：埼玉県「埼玉県ケアラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結果」 資料：埼玉県「埼玉県ケアラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結果」
（注）紙面スペースの都合により、２親等内に限定して掲載している。
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なお、さいたま市では家賃地代が大きく減少している
が、これはサンプル数が少ないことによるものとみられる。
（家具・家事用品）
「家具・家事用品」も増加している。家の中で快適
に過ごすための消費が増えたためと考えられる。家
電などの家庭用耐久財、ベッドや敷布などの寝具類、
なべやキッチン用品などの家事雑貨、洗剤やウェット

2020年1月に国内で初の新型コロナウイルスの感
染者が確認されてから2年以上が経過した。コロナ禍
では外出自粛やテレワークの進展などで生活様式が
変わり、家計消費にも多くの変化が見られた。本稿で
は総務省「家計調査」の二人以上世帯のデータを利
用し、コロナ禍における埼玉県内の消費動向につい
てレポートする。
なお、「家計調査」では都道府県庁所在地別に計
数が公表されており、埼玉県ではさいたま市のデータ
が利用できる。本稿ではさいたま市のデータをもとに
レポートする。

平均消費性向は、消費支出÷可処分所得で計算
され、可処分所得のうち消費に回される割合で、消
費者の消費意欲を示す。平均消費性向が高ければ
消費意欲が高く、低ければ消費に消極的とみること
ができる。平均消費性向は月々の振れが大きいので
12カ月移動平均をとると、全国では最初の緊急事態
宣言が発出された2020年4月を境に大きく低下した。
感染拡大に伴い家計が消費に慎重になったことに加
え、5月以降に特別定額給付金（1人10万円）の支給

があり可処分所得が増加したことが影響している。
一方、さいたま市ではやや様子が異なり、新型コロ

ナ感染拡大前の2019年2月以降に平均消費性向が
急低下した。低下の主因は可処分所得が増加したこ
とによるもので、全国と比べると2019年に入り増加
テンポが加速していることがわかる（この原因は不明
だが、サンプル数が90程度と少ないことなどが影響
していると考えられる）。
2022年に入っても、全国、さいたま市とも平均消
費性向は低下したままにあり、新型コロナ前の水準に
は戻らず、消費に慎重な状況が続いている。

10大費目別の支出額の推移をみる。2020年、
2021年、2022年1～4月の3つの期間に分け、新型
コロナ前5年間（2015～19年）の平均額と比較した。
まず、新型コロナの感染が確認された2020年と
2021年をみると、さいたま市、全国とも、2020年の
各費目の傾向は2021年においても概ね継続してお
り（教育費を除く）、コロナ禍の消費動向に大きな変
化は見られなかった。
これを全国の傾向でみると、コロナ禍においては、
食料、住居、家具・家事用品、保健医療が増加した一

方、光熱・水道、被服及び履物、交通・通信、教養娯
楽、その他消費が減少した。さいたま市でも、住居と
交通・通信を除き同じ傾向にある。
コロナ禍では、巣ごもり需要の高まりで食料や家事
用品が増加する一方、衣料品、教養娯楽などのサー
ビス消費が減少したことが特徴として挙げられる。
2022年に入り電気代等の上昇で光熱・水道費が
増加に転じたが、コロナ・オミクロン株の感染拡大によ
り、1～3月にかけてまん延防止等重点措置が適用さ
れたこともあり、2022年に入っても（1～4月）家計消
費には大きな変化はみられていない。

10大費目ごとにその内訳を品目別にみてみよう。
（食料）
「食料」は外出自粛と巣ごもり需要の高まりで、品
目により増加・減少のコントラストがはっきりした。外食
が大幅に減少し、和食、中華、洋食、ラーメン、そば・う
どん、焼肉などの食事代、喫茶代、飲酒代が大きく減
少した（ただし、テイクアウトのしやすいハンバーガー
は大きく増加した）。
外で飲めないので家飲みが増え、チューハイ・カク

テル、ワイン、発泡酒などの酒類、炭酸飲料（炭酸
ジュースの他ノンアルコール炭酸飲料が含まれる）な
どが急増した。家で料理する内食傾向が強まり、調理
食品、肉類、乳卵類、菓子類などが増加した。
こうした傾向は2022年に入っても継続しているが、
外出型消費の喫茶代の増加のほか、前年比でみると
外食の食事代が増加するなど変化もみられる。
（住居）
「住居」では設備修繕・維持が増加した。外出自粛
のほかテレワークなどで自宅で過ごす時間が増えた
ため、自宅で快適に過ごすための修繕やＤＩＹなどが
増えたことによると考えられる。こうした傾向は2022
年に入っても続いている。

また、さいたま市でも６月議会に「さいたま市ケア
ラー支援条例案」を提出、全会一致で可決されて
いる。

ヤングケアラーの実態
実際に、ヤングケアラーとはどういう状況にある人

を指すのであろうか。埼玉県ケアラー支援条例の定
義によると、ケアラーは「高齢、身体上又は精神上の
障害又は疾病等により援助を必要とする親族、友人
その他の身近な人に対して、無償で介護、看護、日常
生活上の世話その他の援助を提供する者をいう。」
とあり、ヤングケアラーは「ケアラーのうち、18歳未
満の者をいう。」とされている。高齢者の介護や、身
体や精神に障がいがある家族の介護、病人の看病
などのイメージが強いが、忙しい親に代わって幼い
きょうだいの日常の世話をしたり、家計を支えるため
に労働して障がいや病気のある家族を助けたり、日
本語を第一言語としない家族のために日常的に通
訳の役割を担ったりすることなども含まれる。
埼玉県が県内の高校２年生の生徒を対象として
令和２年７月から９月にかけて実施した「埼玉県ケア
ラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結
果」によると、自身がヤングケアラーであるか過去に
そうであったと思うかという問いに「はい」と回答し
た人は5.3％と、約20人に１人の割合で存在した。
（ただし、同調査結果では、その中からケアの相手が

幼いという理由のみでケアをしているケースはヤン
グケアラーの対象から外している。）
なお、令和２年度に国が全国規模で実施した「ヤ

ングケアラーの実態に関する調査研究」では、中学２
年生のヤングケアラーは5.7％、高校２年生（全日
制）のヤングケアラーは4.1％であることがわかった。
再び「埼玉県ケアラー支援計画のためのヤングケ

アラー実態調査結果」に戻って、どのような関係の
人を介護しているのかみると、「母」を介護している
人が約４分の１であることがわかる。また、約５分の１
の人は「祖母」を介護している。
ケアをしている頻度は「毎日」が35.3％、「週4-5

日」が15.8％で、約半数は週４日以上ケアに関わっ
ている。ケアにかける時間は、平日は「１時間未満」
が40.4％、「１時間以上２時間未満」は27.4％で、２
時間未満が全体の７割近くを占めていた。一方、平
日に４時間以上ケアに時間をかけている人は15.9％
となっている。休日は、「１時間未満」が26.8％、４時
間以上は28.6％で、平日よりもケアにかける時間が
長くなる傾向がみられる。
ケアをしていることによって、学校生活にどのよう

な影響が出るかというと、「影響なし」とする人が約４
割であった。何らかの影響が出ている人は、「ケアに
ついて話せる人がいなくて孤独を感じる」（19.1％）
や「ストレスを感じている」（17.4％）など精神的な負
担を感じる人が多いことがうかがえる。また、「勉強

はじめに
入間市では、令和４年の６月議会においてヤング

ケアラーを支援する条例案が全会一致で可決され
た。これまで、複数の自治体でケアラーを支援する条
例が制定されてきたが、ヤングケアラーの支援に特
化した条例は全国で初めてである。
「ヤングケアラー」という言葉は以前から使用され
ていたが、令和２年３月に埼玉県が全国で初めてケ
アラーを支援するための条例を制定してから、社会
の関心が急激に高まってきたとみられる。「埼玉県ケ
アラー支援条例」はケアラー全般への支援のための
ものだが、条文の中でヤングケアラーを明確に定義
づけて、ヤングケアラー支援に関する基本理念や関
係機関の役割等をうたっている。当時はヤングケア
ラーという言葉の認知度は低く、同年11月公表の県
政サポーターアンケートでは、「ヤングケアラー」とい
う言葉の認知度は16.3％（「よく知っている」と「あ
る程度は知っている」の合計）にとどまっていた。
しかし、その後の自治体の動向をみると、議会でヤ
ングケアラーへの支援に関する質問が出されたり、
広報等でヤングケアラーについての説明や相談窓
口の連絡先が掲載されるなど、全国的な関心の高ま
りが見受けられる。また、複数の自治体でケアラー
（一部でヤングケアラーも含む）支援に関する条例が
制定されている。実際のヤングケアラー支援への取
り組みも整備されつつあるので、現在の動向をみて
いくこととする。

各自治体における条例制定の動き
令和２年３月に埼玉県が「埼玉県ケアラー支援条
例」を制定して以降、複数の自治体でケアラーを支

時間が充分に取れない」（10.2％）や「自分の時間
が取れない」（9.8％）、「睡眠不足」（8.7％）、「体が
だるい」（8.2％）など、勉強時間が取れないことや身
体への負担をあげる人も少なくない。

ヤングケアラーといっても、担っているケアの内容
やかけている時間、そのことをどう受け止めているか
などといったことは一人一人違っており、すべての人
が支援を必要としているわけではない。しかし、学校
生活への影響について「影響なし」が４割ということ
は、何らかの影響がある人は約６割存在するともいえ
る。そうした実態についても、社会に広く認識される
必要がある。

埼玉県内のヤングケアラーへの支援の状況
埼玉県ではいち早くケアラー支援条例が制定され

たこともあって、様々な施策に取り組んでいる。まず、
ヤングケアラーについての社会的理解を広めるため
に、ケアラーや元ヤングケアラーの体験談をｗｅｂで
公開したり、啓発用リーフレットを作成し配布してい
る。また、ヤングケアラー本人はもとより周囲の児童・

生徒や教職員の理解促進を図るため、「ヤングケア
ラーってなに？」というハンドブックを作成、同ハンド
ブックは児童・生徒の成長に合わせて利用できるよ
うに、小学生編、中学生編、高校生編がある。令和３
年度に実施された国の実態調査では、小学６年生の
中にも「家族の世話をしている」児童が6.5％いるこ
とが把握されている。小学生編のハンドブックでは、
家族をケアしていて悩んでいるとしたら頼れる大人
に相談することを促している。
また、県内全市町村の相談先を一括して掲載した

り、電話相談先やＳＮＳでの相談先なども案内してい
る。そのほか、「ヤングケアラーオンラインサロン」と
いったヤングケアラーが気軽にオンラインで集って悩
みを相談したり交流できる場を提供、令和３年度には
６回開催された。
教職員や生徒、保護者などがヤングケアラーに対

して理解を深めたり、学校における相談支援を充実
させることを目的として、「ヤングケアラーサポートク
ラス」という出張授業を県内中学校・高校で実施し
ている。令和３年度は、草加西高校や杉戸高校、杉
戸中学校などの複数の学校で、生徒向け講演会と
ディスカッション、教職員研修などが行われた。
埼玉県内自治体においても様々なケアラー支援の

ための取り組みが行われている。ヤングケアラー支
援に関しては、実態を把握するための調査、広報を
活用した啓発や相談窓口の紹介、自治体ＨＰに専用
のページを設けるといった取り組みがみられる。
埼玉県内自治体の市議会や町議会においては、

ＨＰから確認できるだけでも約８割の自治体の議会
でヤングケアラー支援に関する一般質問が出されて
いて、関心の高さがうかがえる。（令和２年度から令
和４年度６月定例会議まで）
実態調査については、簡単なものも含めると埼玉
県内では令和３年度に９自治体が実施している。また、
ＨＰ上のケアラー及びヤングケアラー支援関連の専
用ページは、埼玉県内では18自治体で確認できる。
（令和４年６月末現在）

具体的な取り組みとしては、相談窓口の案内が多
い。ケアの対象が祖父母や親、幼いきょうだいなど幅
広い年代で内容も多岐にわたることから、高齢者を
ケアしている場合は高齢福祉担当課や地域包括支
援センター、ケアする相手に障がいがあったり依存
症であったりする場合には、障がい福祉担当課や保
健センターなど、幼いきょうだいを日常的に世話して
いる場合には子育て支援担当課などを案内している
ことが多い。また、ヤングケアラー自身が未成年で学
生であることから、子育て支援担当課や学校教育担
当課が相談窓口にあげられていることもある。
いくつかの自治体では、ヤングケアラーに関する
研修会や講演会を開催している。支援を行うには学
校現場との連携が必要となるので、教職員を対象と
した研修会を行う自治体が多い。また、ヤングケア
ラーに関する認識が社会全体で共有されているとは
言い難い状況なので、一般の市民に向けた講演会も
開催されている。そのほか、市民を対象とした地域福
祉講座のテーマとして取り上げたり、図書館に特設
コーナーを設けたりするような取り組みもみられ、
様々な形で啓発が進んでいる。
６月議会でケアラー支援条例案が全会一致で可
決されたさいたま市では、ヤングケアラーを支える訪
問支援事業を開始することを発表した。また、現在、
家族を介護する人やヤングケアラーの悩みを電話で
聞く「相談センター」の開設準備が進められている。
ヤングケアラー支援を進めるには、福祉分野、医
療・保健分野、学校分野など多機関、多職種の連携
が不可欠であることは認識されている。公的機関の
みならず、民生委員・児童委員や子ども食堂、介護事
業所など民間との連携も必要である。今後はそうし
た連携も徐々に形を成していくことと想定される。
埼玉県で全国で初めての「ケアラー支援条例」が
制定されてからまだ２年余りであるが、これほどに支
援の取り組みが進んでいるのは官民ともに関心が高
いためと考えられる。今後も支援体制の整備はさら
に進んでいくと予想される。

おわりに
親に代わって日常的に幼いきょうだいの世話をし

たり、病気や高齢の祖父母の介護をしたりする子ど
もや若者は近年急に増えたわけではなく、昔から存
在した。おそらく、そうした子どもたちは「親孝行」と
言われて、周囲から称賛され見習うべきとされてき
た時代もあったであろう。また、菅元総理が2020年
の就任時に表明して話題になった「自助・共助・公
助」のうちの「自助」は、家族の中の子どもがケア
ラーとなることでかなえられている家庭も多くあった
のではないだろうか。こうしたことから、ヤングケア
ラーの問題について深刻に受け止めない人もいると
予想される。場合によっては、家族をケアしている未
成年の当事者自身も何ら問題と感じていないケース
も少なくないであろう。
しかし、核家族化や地域社会の関係の希薄化など
でケアラー一人にかかる負担は重くなりやすい環境
となっている。ここにきて「ヤングケアラー」という言
葉が注目され、しかも社会が解決すべき課題という
意味合いを含んでいることを私たち一人一人が考え
ていくべきである。
一方、実際に家族へのケアを担っている当事者た

ちの受け止め方や要望も様々であり、一律的な支援
ではうまくいかないことも懸念される。「埼玉県ケア
ラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結
果」の自由意見の中には、「何か負担が減る支援が
あれば安心」や「自分の将来が心配です」という意
見もあれば、「本当に大変な人はできるだけそっとし
ておいてほしいと思う。変に気をつかわれたりすると
息抜きの場である学校までも失ってしまう」や「（学
校の）先生は気にしてくれたが、特別扱いされるのが
ストレス」といった内容の意見もあった。
自身の負担に気づかないヤングケアラーもいるの

で、時には周囲から働きかけるような支援も必要だが、
一人一人のヤングケアラーや家族の意向に寄り添う
ことも重要であると考えられる。

援するための条例が制定されている。冒頭で記載し
たように、ヤングケアラーの支援に特化した条例は
入間市が初めてで、これまでの条例はケアラー全般
を対象としている。

上記の表はこれまでに制定された全国各地の条例
でいずれもケアラー全般への支援を定めているが、条
文の中でヤングケアラーへの支援を明記しているこ
とが多い（栗山町と浦河町の条例ではヤングケア
ラーに関する規定は置いていない）。
そのほか、山梨県では「やまなし子ども条例」（令和

４年３月29日公布）においてヤングケアラーの支援の
推進に関する規定を置いている。

●学校生活への影響［複数回答］

ティッシュなどの家事用消耗品が増加した。2022年
に入ると、寝具類が減少するなど変化もみられている。

（被服及び履物）
「被服及び履物」は激減した。洋服、シャツ・セー
ター、下着、靴のほか、クリーニング代や貸衣装代な
どの被服関連サービスも減少した。テレワークの進展
や外出自粛などで、新しい服を着たり新しい靴を履い
て出かけるという需要が少なくなっている。2022年
に入ってもこの傾向は続いているが、前年比でみると
増加する品目もあり変化の兆しもある。

（保健医療）
「保健医療」は、2020年にさいたま市で保健医療

サービス（病院や歯医者などでの診療・治療）が大き
く減少したためマイナスとなったが、全体としては増
加している。医薬品が増加し、マスクや体温計が含ま
れる保健医療用品・器具も大きく増加した。こうした
傾向は2022年に入っても継続している。
（交通・通信）
鉄道・バス・タクシー代や航空運賃などの交通が、
外出自粛や在宅勤務などで大幅に減少した。2022
年に入っても減少は続いているが、さいたま市では減
少幅が縮小し変化の兆しも見られている。
また、公共交通機関利用による感染リスクを避ける
ため、さいたま市では2020～21年にかけて自動車等
購入や自転車購入が大きく増加した。一方、郵便料
や固定・携帯電話通信料などの通信は、全国では増
加したが、さいたま市では減少した。

（教育）
「教育」は、さいたま市では2020年は増加したが、
2021年は授業料等、教科書・学習参考教材が減少
し全体でも減少した。全国とは異なる傾向にあり、教
育費への新型コロナの影響ははっきりしない。

（教養娯楽）
「教養娯楽」は、全国、さいたま市とも大きく減少し

た。教養娯楽サービスが約3割も減少したためである。
内訳をみると、宿泊料、パック旅行費が激減したほか、
習い事の月謝類、映画・劇場等入場料やスポーツ観
覧料、文化施設入場料などからなる他の教養娯楽
サービスも減少した。2022年に入ると、さいたま市で
は月謝類が増加し、宿泊料やパック旅行費の減少幅
が縮小しており変化が窺える。
一方、教養娯楽用耐久財、教養娯楽用品、書籍が
増加した。教養娯楽用耐久財はテレビ、パソコン、机・
椅子などが含まれ、テレワークのための環境整備で
増加したとみられる。教養娯楽用品には、ゲームソフ
ト、ペットやペット関連用品、園芸用品など巣ごもり消
費関連が含まれている。教養娯楽用品は2022年に
入っても増加が続いているが、教養娯楽用耐久財は
さいたま市で減少しており変化がみられる。

（その他の消費支出）
「その他の消費支出」は、全国・さいたま市とも減
少した。こづかいが大きく減少し、パーマネント代、温
泉・銭湯入浴料などの理美容サービスも減少した。理
美容用品では、ファンデーション・口紅などの化粧品
は減少したが、石けん・シャンプーなどは増加した。
2022年に入ってもこうした傾向は続いている。

2020年から続くコロナ禍における家計消費の傾
向は、2021年においても変わらず続いていた。すな
わち、外出自粛のもとで巣ごもり消費が増加する一方
で、外食や旅行、衣料品などの外出型消費が大きく
減少した。2022年に入ると、一部の耐久財でそれま
での増加から減少に、行動制限の緩和により、外食、
交通、月謝、宿泊など一部のサービス消費で増加あ
るいは減少に歯止めがかかっているほか、衣料品も
足元で動きが見られるなど変化の兆しもある。
変異株の出現もあり、新型コロナの完全収束には

なお時間を要するとみられるが、方向としてはウィズ
コロナ、経済正常化への流れは続いていくと考えられ
る。しかし、コロナ禍以前の消費に完全に戻ることは
ないのではないか。コロナ禍において生じた生活様
式の変化、すなわち、在宅勤務やテレワークの浸透・
定着、インターネットでの買い物、料理の出前・宅配、
テイクアウトの便利さ、キャッシュレス決済など、コロ
ナ禍で進んだ生活様式のデジタル化などにより消費
者の意識が変わったと思われる。オンラインでできる
ことが結構たくさんあることや、外食しなくても自分で
料理することを含め自宅で食事を楽しめる、といった
ことが分かってきた。
ウィズコロナの時代が続きそうななか、消費者は新
たな消費スタイルを身に付けつつある。供給者はこれ
をチャンスととらえ、こうした消費者の新たな需要を
捉えることが重要になるだろう。 （樋口広治）

資料：埼玉県「埼玉県ケアラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結果」
（注）紙面スペースの都合により、上位回答に限定して掲載している。
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なお、さいたま市では家賃地代が大きく減少している
が、これはサンプル数が少ないことによるものとみられる。
（家具・家事用品）
「家具・家事用品」も増加している。家の中で快適
に過ごすための消費が増えたためと考えられる。家
電などの家庭用耐久財、ベッドや敷布などの寝具類、
なべやキッチン用品などの家事雑貨、洗剤やウェット

2020年1月に国内で初の新型コロナウイルスの感
染者が確認されてから2年以上が経過した。コロナ禍
では外出自粛やテレワークの進展などで生活様式が
変わり、家計消費にも多くの変化が見られた。本稿で
は総務省「家計調査」の二人以上世帯のデータを利
用し、コロナ禍における埼玉県内の消費動向につい
てレポートする。
なお、「家計調査」では都道府県庁所在地別に計
数が公表されており、埼玉県ではさいたま市のデータ
が利用できる。本稿ではさいたま市のデータをもとに
レポートする。

平均消費性向は、消費支出÷可処分所得で計算
され、可処分所得のうち消費に回される割合で、消
費者の消費意欲を示す。平均消費性向が高ければ
消費意欲が高く、低ければ消費に消極的とみること
ができる。平均消費性向は月々の振れが大きいので
12カ月移動平均をとると、全国では最初の緊急事態
宣言が発出された2020年4月を境に大きく低下した。
感染拡大に伴い家計が消費に慎重になったことに加
え、5月以降に特別定額給付金（1人10万円）の支給

があり可処分所得が増加したことが影響している。
一方、さいたま市ではやや様子が異なり、新型コロ

ナ感染拡大前の2019年2月以降に平均消費性向が
急低下した。低下の主因は可処分所得が増加したこ
とによるもので、全国と比べると2019年に入り増加
テンポが加速していることがわかる（この原因は不明
だが、サンプル数が90程度と少ないことなどが影響
していると考えられる）。
2022年に入っても、全国、さいたま市とも平均消
費性向は低下したままにあり、新型コロナ前の水準に
は戻らず、消費に慎重な状況が続いている。

10大費目別の支出額の推移をみる。2020年、
2021年、2022年1～4月の3つの期間に分け、新型
コロナ前5年間（2015～19年）の平均額と比較した。
まず、新型コロナの感染が確認された2020年と
2021年をみると、さいたま市、全国とも、2020年の
各費目の傾向は2021年においても概ね継続してお
り（教育費を除く）、コロナ禍の消費動向に大きな変
化は見られなかった。
これを全国の傾向でみると、コロナ禍においては、
食料、住居、家具・家事用品、保健医療が増加した一

方、光熱・水道、被服及び履物、交通・通信、教養娯
楽、その他消費が減少した。さいたま市でも、住居と
交通・通信を除き同じ傾向にある。
コロナ禍では、巣ごもり需要の高まりで食料や家事
用品が増加する一方、衣料品、教養娯楽などのサー
ビス消費が減少したことが特徴として挙げられる。
2022年に入り電気代等の上昇で光熱・水道費が
増加に転じたが、コロナ・オミクロン株の感染拡大によ
り、1～3月にかけてまん延防止等重点措置が適用さ
れたこともあり、2022年に入っても（1～4月）家計消
費には大きな変化はみられていない。

10大費目ごとにその内訳を品目別にみてみよう。
（食料）
「食料」は外出自粛と巣ごもり需要の高まりで、品
目により増加・減少のコントラストがはっきりした。外食
が大幅に減少し、和食、中華、洋食、ラーメン、そば・う
どん、焼肉などの食事代、喫茶代、飲酒代が大きく減
少した（ただし、テイクアウトのしやすいハンバーガー
は大きく増加した）。
外で飲めないので家飲みが増え、チューハイ・カク

テル、ワイン、発泡酒などの酒類、炭酸飲料（炭酸
ジュースの他ノンアルコール炭酸飲料が含まれる）な
どが急増した。家で料理する内食傾向が強まり、調理
食品、肉類、乳卵類、菓子類などが増加した。
こうした傾向は2022年に入っても継続しているが、
外出型消費の喫茶代の増加のほか、前年比でみると
外食の食事代が増加するなど変化もみられる。
（住居）
「住居」では設備修繕・維持が増加した。外出自粛
のほかテレワークなどで自宅で過ごす時間が増えた
ため、自宅で快適に過ごすための修繕やＤＩＹなどが
増えたことによると考えられる。こうした傾向は2022
年に入っても続いている。

また、さいたま市でも６月議会に「さいたま市ケア
ラー支援条例案」を提出、全会一致で可決されて
いる。

ヤングケアラーの実態
実際に、ヤングケアラーとはどういう状況にある人

を指すのであろうか。埼玉県ケアラー支援条例の定
義によると、ケアラーは「高齢、身体上又は精神上の
障害又は疾病等により援助を必要とする親族、友人
その他の身近な人に対して、無償で介護、看護、日常
生活上の世話その他の援助を提供する者をいう。」
とあり、ヤングケアラーは「ケアラーのうち、18歳未
満の者をいう。」とされている。高齢者の介護や、身
体や精神に障がいがある家族の介護、病人の看病
などのイメージが強いが、忙しい親に代わって幼い
きょうだいの日常の世話をしたり、家計を支えるため
に労働して障がいや病気のある家族を助けたり、日
本語を第一言語としない家族のために日常的に通
訳の役割を担ったりすることなども含まれる。
埼玉県が県内の高校２年生の生徒を対象として
令和２年７月から９月にかけて実施した「埼玉県ケア
ラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結
果」によると、自身がヤングケアラーであるか過去に
そうであったと思うかという問いに「はい」と回答し
た人は5.3％と、約20人に１人の割合で存在した。
（ただし、同調査結果では、その中からケアの相手が

幼いという理由のみでケアをしているケースはヤン
グケアラーの対象から外している。）
なお、令和２年度に国が全国規模で実施した「ヤ

ングケアラーの実態に関する調査研究」では、中学２
年生のヤングケアラーは5.7％、高校２年生（全日
制）のヤングケアラーは4.1％であることがわかった。
再び「埼玉県ケアラー支援計画のためのヤングケ

アラー実態調査結果」に戻って、どのような関係の
人を介護しているのかみると、「母」を介護している
人が約４分の１であることがわかる。また、約５分の１
の人は「祖母」を介護している。
ケアをしている頻度は「毎日」が35.3％、「週4-5

日」が15.8％で、約半数は週４日以上ケアに関わっ
ている。ケアにかける時間は、平日は「１時間未満」
が40.4％、「１時間以上２時間未満」は27.4％で、２
時間未満が全体の７割近くを占めていた。一方、平
日に４時間以上ケアに時間をかけている人は15.9％
となっている。休日は、「１時間未満」が26.8％、４時
間以上は28.6％で、平日よりもケアにかける時間が
長くなる傾向がみられる。
ケアをしていることによって、学校生活にどのよう

な影響が出るかというと、「影響なし」とする人が約４
割であった。何らかの影響が出ている人は、「ケアに
ついて話せる人がいなくて孤独を感じる」（19.1％）
や「ストレスを感じている」（17.4％）など精神的な負
担を感じる人が多いことがうかがえる。また、「勉強

はじめに
入間市では、令和４年の６月議会においてヤング

ケアラーを支援する条例案が全会一致で可決され
た。これまで、複数の自治体でケアラーを支援する条
例が制定されてきたが、ヤングケアラーの支援に特
化した条例は全国で初めてである。
「ヤングケアラー」という言葉は以前から使用され
ていたが、令和２年３月に埼玉県が全国で初めてケ
アラーを支援するための条例を制定してから、社会
の関心が急激に高まってきたとみられる。「埼玉県ケ
アラー支援条例」はケアラー全般への支援のための
ものだが、条文の中でヤングケアラーを明確に定義
づけて、ヤングケアラー支援に関する基本理念や関
係機関の役割等をうたっている。当時はヤングケア
ラーという言葉の認知度は低く、同年11月公表の県
政サポーターアンケートでは、「ヤングケアラー」とい
う言葉の認知度は16.3％（「よく知っている」と「あ
る程度は知っている」の合計）にとどまっていた。
しかし、その後の自治体の動向をみると、議会でヤ
ングケアラーへの支援に関する質問が出されたり、
広報等でヤングケアラーについての説明や相談窓
口の連絡先が掲載されるなど、全国的な関心の高ま
りが見受けられる。また、複数の自治体でケアラー
（一部でヤングケアラーも含む）支援に関する条例が
制定されている。実際のヤングケアラー支援への取
り組みも整備されつつあるので、現在の動向をみて
いくこととする。

各自治体における条例制定の動き
令和２年３月に埼玉県が「埼玉県ケアラー支援条
例」を制定して以降、複数の自治体でケアラーを支

時間が充分に取れない」（10.2％）や「自分の時間
が取れない」（9.8％）、「睡眠不足」（8.7％）、「体が
だるい」（8.2％）など、勉強時間が取れないことや身
体への負担をあげる人も少なくない。

ヤングケアラーといっても、担っているケアの内容
やかけている時間、そのことをどう受け止めているか
などといったことは一人一人違っており、すべての人
が支援を必要としているわけではない。しかし、学校
生活への影響について「影響なし」が４割ということ
は、何らかの影響がある人は約６割存在するともいえ
る。そうした実態についても、社会に広く認識される
必要がある。

埼玉県内のヤングケアラーへの支援の状況
埼玉県ではいち早くケアラー支援条例が制定され

たこともあって、様々な施策に取り組んでいる。まず、
ヤングケアラーについての社会的理解を広めるため
に、ケアラーや元ヤングケアラーの体験談をｗｅｂで
公開したり、啓発用リーフレットを作成し配布してい
る。また、ヤングケアラー本人はもとより周囲の児童・

生徒や教職員の理解促進を図るため、「ヤングケア
ラーってなに？」というハンドブックを作成、同ハンド
ブックは児童・生徒の成長に合わせて利用できるよ
うに、小学生編、中学生編、高校生編がある。令和３
年度に実施された国の実態調査では、小学６年生の
中にも「家族の世話をしている」児童が6.5％いるこ
とが把握されている。小学生編のハンドブックでは、
家族をケアしていて悩んでいるとしたら頼れる大人
に相談することを促している。
また、県内全市町村の相談先を一括して掲載した

り、電話相談先やＳＮＳでの相談先なども案内してい
る。そのほか、「ヤングケアラーオンラインサロン」と
いったヤングケアラーが気軽にオンラインで集って悩
みを相談したり交流できる場を提供、令和３年度には
６回開催された。
教職員や生徒、保護者などがヤングケアラーに対

して理解を深めたり、学校における相談支援を充実
させることを目的として、「ヤングケアラーサポートク
ラス」という出張授業を県内中学校・高校で実施し
ている。令和３年度は、草加西高校や杉戸高校、杉
戸中学校などの複数の学校で、生徒向け講演会と
ディスカッション、教職員研修などが行われた。
埼玉県内自治体においても様々なケアラー支援の

ための取り組みが行われている。ヤングケアラー支
援に関しては、実態を把握するための調査、広報を
活用した啓発や相談窓口の紹介、自治体ＨＰに専用
のページを設けるといった取り組みがみられる。
埼玉県内自治体の市議会や町議会においては、

ＨＰから確認できるだけでも約８割の自治体の議会
でヤングケアラー支援に関する一般質問が出されて
いて、関心の高さがうかがえる。（令和２年度から令
和４年度６月定例会議まで）
実態調査については、簡単なものも含めると埼玉
県内では令和３年度に９自治体が実施している。また、
ＨＰ上のケアラー及びヤングケアラー支援関連の専
用ページは、埼玉県内では18自治体で確認できる。
（令和４年６月末現在）

具体的な取り組みとしては、相談窓口の案内が多
い。ケアの対象が祖父母や親、幼いきょうだいなど幅
広い年代で内容も多岐にわたることから、高齢者を
ケアしている場合は高齢福祉担当課や地域包括支
援センター、ケアする相手に障がいがあったり依存
症であったりする場合には、障がい福祉担当課や保
健センターなど、幼いきょうだいを日常的に世話して
いる場合には子育て支援担当課などを案内している
ことが多い。また、ヤングケアラー自身が未成年で学
生であることから、子育て支援担当課や学校教育担
当課が相談窓口にあげられていることもある。
いくつかの自治体では、ヤングケアラーに関する
研修会や講演会を開催している。支援を行うには学
校現場との連携が必要となるので、教職員を対象と
した研修会を行う自治体が多い。また、ヤングケア
ラーに関する認識が社会全体で共有されているとは
言い難い状況なので、一般の市民に向けた講演会も
開催されている。そのほか、市民を対象とした地域福
祉講座のテーマとして取り上げたり、図書館に特設
コーナーを設けたりするような取り組みもみられ、
様々な形で啓発が進んでいる。
６月議会でケアラー支援条例案が全会一致で可
決されたさいたま市では、ヤングケアラーを支える訪
問支援事業を開始することを発表した。また、現在、
家族を介護する人やヤングケアラーの悩みを電話で
聞く「相談センター」の開設準備が進められている。
ヤングケアラー支援を進めるには、福祉分野、医
療・保健分野、学校分野など多機関、多職種の連携
が不可欠であることは認識されている。公的機関の
みならず、民生委員・児童委員や子ども食堂、介護事
業所など民間との連携も必要である。今後はそうし
た連携も徐々に形を成していくことと想定される。
埼玉県で全国で初めての「ケアラー支援条例」が
制定されてからまだ２年余りであるが、これほどに支
援の取り組みが進んでいるのは官民ともに関心が高
いためと考えられる。今後も支援体制の整備はさら
に進んでいくと予想される。

おわりに
親に代わって日常的に幼いきょうだいの世話をし

たり、病気や高齢の祖父母の介護をしたりする子ど
もや若者は近年急に増えたわけではなく、昔から存
在した。おそらく、そうした子どもたちは「親孝行」と
言われて、周囲から称賛され見習うべきとされてき
た時代もあったであろう。また、菅元総理が2020年
の就任時に表明して話題になった「自助・共助・公
助」のうちの「自助」は、家族の中の子どもがケア
ラーとなることでかなえられている家庭も多くあった
のではないだろうか。こうしたことから、ヤングケア
ラーの問題について深刻に受け止めない人もいると
予想される。場合によっては、家族をケアしている未
成年の当事者自身も何ら問題と感じていないケース
も少なくないであろう。
しかし、核家族化や地域社会の関係の希薄化など
でケアラー一人にかかる負担は重くなりやすい環境
となっている。ここにきて「ヤングケアラー」という言
葉が注目され、しかも社会が解決すべき課題という
意味合いを含んでいることを私たち一人一人が考え
ていくべきである。
一方、実際に家族へのケアを担っている当事者た

ちの受け止め方や要望も様々であり、一律的な支援
ではうまくいかないことも懸念される。「埼玉県ケア
ラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結
果」の自由意見の中には、「何か負担が減る支援が
あれば安心」や「自分の将来が心配です」という意
見もあれば、「本当に大変な人はできるだけそっとし
ておいてほしいと思う。変に気をつかわれたりすると
息抜きの場である学校までも失ってしまう」や「（学
校の）先生は気にしてくれたが、特別扱いされるのが
ストレス」といった内容の意見もあった。
自身の負担に気づかないヤングケアラーもいるの

で、時には周囲から働きかけるような支援も必要だが、
一人一人のヤングケアラーや家族の意向に寄り添う
ことも重要であると考えられる。

援するための条例が制定されている。冒頭で記載し
たように、ヤングケアラーの支援に特化した条例は
入間市が初めてで、これまでの条例はケアラー全般
を対象としている。

上記の表はこれまでに制定された全国各地の条例
でいずれもケアラー全般への支援を定めているが、条
文の中でヤングケアラーへの支援を明記しているこ
とが多い（栗山町と浦河町の条例ではヤングケア
ラーに関する規定は置いていない）。
そのほか、山梨県では「やまなし子ども条例」（令和

４年３月29日公布）においてヤングケアラーの支援の
推進に関する規定を置いている。

●学校生活への影響［複数回答］

ティッシュなどの家事用消耗品が増加した。2022年
に入ると、寝具類が減少するなど変化もみられている。

（被服及び履物）
「被服及び履物」は激減した。洋服、シャツ・セー
ター、下着、靴のほか、クリーニング代や貸衣装代な
どの被服関連サービスも減少した。テレワークの進展
や外出自粛などで、新しい服を着たり新しい靴を履い
て出かけるという需要が少なくなっている。2022年
に入ってもこの傾向は続いているが、前年比でみると
増加する品目もあり変化の兆しもある。

（保健医療）
「保健医療」は、2020年にさいたま市で保健医療

サービス（病院や歯医者などでの診療・治療）が大き
く減少したためマイナスとなったが、全体としては増
加している。医薬品が増加し、マスクや体温計が含ま
れる保健医療用品・器具も大きく増加した。こうした
傾向は2022年に入っても継続している。
（交通・通信）
鉄道・バス・タクシー代や航空運賃などの交通が、
外出自粛や在宅勤務などで大幅に減少した。2022
年に入っても減少は続いているが、さいたま市では減
少幅が縮小し変化の兆しも見られている。
また、公共交通機関利用による感染リスクを避ける
ため、さいたま市では2020～21年にかけて自動車等
購入や自転車購入が大きく増加した。一方、郵便料
や固定・携帯電話通信料などの通信は、全国では増
加したが、さいたま市では減少した。

（教育）
「教育」は、さいたま市では2020年は増加したが、
2021年は授業料等、教科書・学習参考教材が減少
し全体でも減少した。全国とは異なる傾向にあり、教
育費への新型コロナの影響ははっきりしない。

（教養娯楽）
「教養娯楽」は、全国、さいたま市とも大きく減少し

た。教養娯楽サービスが約3割も減少したためである。
内訳をみると、宿泊料、パック旅行費が激減したほか、
習い事の月謝類、映画・劇場等入場料やスポーツ観
覧料、文化施設入場料などからなる他の教養娯楽
サービスも減少した。2022年に入ると、さいたま市で
は月謝類が増加し、宿泊料やパック旅行費の減少幅
が縮小しており変化が窺える。
一方、教養娯楽用耐久財、教養娯楽用品、書籍が
増加した。教養娯楽用耐久財はテレビ、パソコン、机・
椅子などが含まれ、テレワークのための環境整備で
増加したとみられる。教養娯楽用品には、ゲームソフ
ト、ペットやペット関連用品、園芸用品など巣ごもり消
費関連が含まれている。教養娯楽用品は2022年に
入っても増加が続いているが、教養娯楽用耐久財は
さいたま市で減少しており変化がみられる。

（その他の消費支出）
「その他の消費支出」は、全国・さいたま市とも減
少した。こづかいが大きく減少し、パーマネント代、温
泉・銭湯入浴料などの理美容サービスも減少した。理
美容用品では、ファンデーション・口紅などの化粧品
は減少したが、石けん・シャンプーなどは増加した。
2022年に入ってもこうした傾向は続いている。

2020年から続くコロナ禍における家計消費の傾
向は、2021年においても変わらず続いていた。すな
わち、外出自粛のもとで巣ごもり消費が増加する一方
で、外食や旅行、衣料品などの外出型消費が大きく
減少した。2022年に入ると、一部の耐久財でそれま
での増加から減少に、行動制限の緩和により、外食、
交通、月謝、宿泊など一部のサービス消費で増加あ
るいは減少に歯止めがかかっているほか、衣料品も
足元で動きが見られるなど変化の兆しもある。
変異株の出現もあり、新型コロナの完全収束には

なお時間を要するとみられるが、方向としてはウィズ
コロナ、経済正常化への流れは続いていくと考えられ
る。しかし、コロナ禍以前の消費に完全に戻ることは
ないのではないか。コロナ禍において生じた生活様
式の変化、すなわち、在宅勤務やテレワークの浸透・
定着、インターネットでの買い物、料理の出前・宅配、
テイクアウトの便利さ、キャッシュレス決済など、コロ
ナ禍で進んだ生活様式のデジタル化などにより消費
者の意識が変わったと思われる。オンラインでできる
ことが結構たくさんあることや、外食しなくても自分で
料理することを含め自宅で食事を楽しめる、といった
ことが分かってきた。
ウィズコロナの時代が続きそうななか、消費者は新
たな消費スタイルを身に付けつつある。供給者はこれ
をチャンスととらえ、こうした消費者の新たな需要を
捉えることが重要になるだろう。 （樋口広治）

資料：埼玉県「埼玉県ケアラー支援計画のためのヤングケアラー実態調査結果」
（注）紙面スペースの都合により、上位回答に限定して掲載している。
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